
平成 23 年 5 月 31 日

第 7 回木の家づくり委員会

東日本大震災にかかる森林組合系統の対応について

全国森林組合連合

専務理事 梅野 博之

1. 森林組合系統の被害状況と被災組合の現状(資料 1)

2. 森林組合系統の取組み

(1) 東北太平洋沖地震対策本部の設置(資料 2，3)

(2) 被災地森林組合への支援活動

a. 被災状況把握

b. 被災地の要望に基づく要請活動

c. 被災組合の復興支援(資料 4)

d. 原発避難地域の組合活動維持

(3) 復興・復旧用資材にかかる木杭・合板用原木等の安定供給(資料 5)

a. 土木杭・仮設住宅用土台杭の安定供給

b. 仮設住宅用合板

3. 被災地の復旧・復興にかかる森林組合の役割と課題

(1) 被災地の就労支援・雇用確保への協力

(2) 復興・復旧資材の安定供給体制構築

(3) 原発避難地域における風評被害防止への取組み

以 上
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(資料 1)

森林組合の被害状況

県名 人的被害(役職員・作業班員) 施 設 等 被 害

青 森 販売用原木流出

岩 手 死亡 4 名，行方不明 2 名

負傷 2 名，避難 33 名

4 組合事務所全半壊，林業機械・重機等流出被

害多数

宮 城 行方不明 1 名，避難 79 名 県森連施設および 8 組合事務所損壊，林業機械

や輸送用トラック流出等被害多数

福 島 死亡 1 名，負傷 1 名，

避難 61 名

県森連施設および 8 組合事務所で部分損壊，3

組合が原発の避難地域にあり実質的に業務停

止・機能不全の状況

茨 城 県森連事務所および 3 組合で一部損壊

栃 木 県森連施設および 1 組合で一部損壊

長 野 一時避難 10 名 1 組合で事務所・施設損壊(立入制限)

新 潟 一時避難 4 名 2 組合で特用林産加工施設損壊

(22 年 4 月末日現在 全森連調査)

森林・林地等の被害状況(林野庁 HP より) （百万円）

区分

民有林 国有林 合計

箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額

林地荒廃 405 25,869 32 7,329 437 33,198

治山施設 170 27,322 4 1,481 174 28,803

林道施設等 1,785 2,778 203 208 1,988 3,002

（面積 ha)

森林被害

(845)

818

(-)

－

(845)

818

木材加工・流通施設 71 50,637 － － 71 50,637

特用林産施設等 404 1,365 － － 404 1,365

（面積 ha)

合計

(845)

2,835 108,789

(-)

239 9,034

(845)

3,040 117,823

注：被害箇所、被害金額については調査中。：林道施設等は、山村環境施設が含まれる。：特用林産施設等は、苗畑施

設・林構施設(木材加工・流通施設を除く)が含まれる。：四捨五入のため合計額の数値が一致しない場合がある。
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(資料 2)

平成 23 年 3 月 14 日

東北地方太平洋沖地震災害対策本部設置要領

全国森林組合連合会

1. 目的

平成 23年 3月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震による被害状況を的

確に把握し，行政や関係機関との連携を図り，林業や地域の経済・社会全般

に対する対応や復興に向けた万全な対策に取組むため，災害対策本部を設置

する。

2. 構成

代表理事会長を本部長とし，理事全員を本部委員とする災害対策本部を設

置する。

3. 実施事項

災害対策本部は，次の事項を実施する。

(1) 林業・森林組合・森連にかかる災害状況の把握

(2) 災害対策にかかる立案・要請等の実施

(3) 災害復旧にかかる支援活動の立案・実施

(4) その他必要な事項

4. 運営

(1) 対策本部の運営を行うため，幹事会を設置する。

(2) 幹事会は常勤役員・参事・副参事で構成し，幹事長は専務理事とする。

5. 事務局

対策本部の事務局は，総務部があたる。

6. 設置期間

本対策本部は，平成 23 年 3 月 14 日(月)を以て設置し，対策の完了時を以

て解散する。

以 上

M-HOBJYS
テキストボックス
3




(資料 3)

プレスリリース

東北地方太平洋沖地震被害に関する声明

東北地方太平洋沖地震・大津波は、広範な地域に想像を絶する規模で甚大

な被害をもたらしております。国をあげて懸命の救援活動が続けられており

ますが、一人でも多くの方が救出されることを心よりお祈りいたしておりま

す。

不幸にしてお亡くなりになられた方々にお悔やみを申し上げますととも

に、被災されました地域の皆様に謹んでお見舞いを申し上げます。

今般の地震は、東北地方の特に太平洋沿岸を中心に大変甚大な被害をもた

らしており、地域の森林や林道・作業道、生産施設など森林組合、組合員に

も極めて大きな被害が生じているところであります。

JForest 森林組合グループでは、現在、「東北地方太平洋沖地震災害対策

本部」を設置して被害状況の把握に努めており、木杭など緊急復旧資材の供

給、今後の被災地域の復興に必要な木材の安定供給をはじめとして、全国の

森林組合・連合会が総力をあげて復興支援に取り組んで参る所存です。

国民の皆様におかれましても、被災者の救援と、被災地域の林業・山村の

一日も早い復興に、ご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成２３年３月１７日

全国森林組合連合会

代表理事会長 林 正博
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(資料 4)

平成２３年５月

全国森林組合連合会

東北地方太平洋沖地震災害対策本部

被災森林組合経営再建支援の枠組み

１．森林組合経営再建緊急支援事業について

国(林野庁)は、第一次補正予算により、震災を被った森林組合の再建及び経営維持安定の

ための借入金に対する利子助成支援(森林組合経営再建緊急支援事業)を実施し、平成２３

年５月６日、全森連東北地方太平洋沖地震災害対策本部に「被災森林組合経営支援担当班」

を設置する。

２．「被災森林組合経営支援担当班」の設置について

５月６日付けをもって、災害対策本部内に「被災森林組合経営支援担当班」を設置する。

本組織は、今般林野庁経営課、農林中央金庫、全森連の三者により設置された「被災森

林組合経営再建支援チーム」(事務局：林野庁経営課)と連携し、被災森林組合の再建のた

め、以下の事項に取り組んでいくものである。

(1)被災森林組合等の被害状況調査及び要望調査

(2)被災森林組合の経営動向のモニタリング

(3)被災森林組合等への支援策の検討

(4)被災森林組合等への支援策の実施

緊急支援事業のスキームによる融資及び利子助成の速やかな執行

被災森林組合が復興するために必要な取組をまとめたマニュアルの作成

その他被災森林組合等の復旧・復興するために必要な支援策の実施

【災害対策本部における位置づけ】

全森連東北地方太平洋沖地震災害対策本部

↓

幹事会

↓

被災組合経営支援担当班 林野庁・農林中金・全森連

被災森林組合経営再建支援チーム

以 上
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(資料 5)

プレスリリース

平成 23 年 4 月７日

全国森林組合連合会

森林組合系統における震災復興に向けた国産丸太の安定供給について

全国森林組合連合会は、「東北地方太平洋沖地震災害対策本部（３月１４日）」

を設置し、緊急的な復旧支援として建設が急がれている仮設住宅用の木杭につ

いて供給体制を整備し、プレハブメーカーからの要請に迅速に対応してきまし

た。

今般、4 月より上記の取組に加え、森林組合系統では復旧・復興用資材である

合板等の需給状況に鑑み、合板等の生産に不可欠な国産丸太の安定供給に全国

の系統組織を挙げて取り組みます。

１ 国産丸太の安定供給の強化の取組

森林組合系統として、復旧・復興用資材の合板等の原料となる国産丸太の安

定供給に積極的に取り組みます。具体的には、都道府県森林組合連合会におけ

る丸太供給可能量の情報収集と受け入れ可能な合板工場等に対する国産丸太

の安定供給を図ります。

２ 森林組合系統材の問合せ窓口

森林組合系統の国産丸太の供給に関する情報については、以下の問合せ先に

ご連絡下さい。

（問合せ先）

全国森林組合連合会

東京都千代田区内神田１－１－１２

系統事業部長 竹内

TEL 03(3294)9715
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(参考資料 1)

東日本大震災にかかる対応について

全森連地震災害対策本部

実施日 実施内容 対応先等

3 月 11 日 系統安否情報等の収集開始 被災各県

3 月 14 日 地震災害対策本部設置

3 月 14 日 復旧支援木材の供給可能量調査 全県森連

3 月 15 日 林野庁「第 1 回災害復旧木材確保対策連絡会議」

3 月 17 日 「声明」プレスリリース

3 月 17 日 仮設住宅の基礎杭と幕板の供給開始

3 月 18 日
災害復旧資材生産のためのガソリン・軽油等燃料の安

定供給について（要請）

3 月 23 日
雑誌「森林組合」への被災地の方々への激励メッセー

ジ投稿の依頼
全県森連

3 月 23 日 農山漁村被災者受け入れ調査について依頼 全県森連

3 月 24 日
林野庁要請の応急仮設住宅用木材の円滑な供給につい

て（要請）発送
全県森連

3 月 24 日 林野庁への被災組合等の会計等特例対応検討 農林中金

3 月 25 日 林業分野での要望事項について(調査) 全県森連
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3 月 28 日 林野長長官からの仮設住宅用合板原木の安定供給要請 対策本部長

4 月 4 日 林野庁「第２回災害復旧木材確保対策連絡会議」 林野庁他

4 月 5 日 林本部長（会長）岩手県訪問 岩手県森連

4 月 7 日
プレスリリース「森林組合系統における震災復興に向

けた国産丸太の安定供給について」

4 月 8 日 林本部長（会長）宮城・福島県訪問
宮城県森連

福島県森連

4 月 8 日
機関誌「森林組合」に震災にかかる特別措置情報記事

掲載

4 月 12 日 地震等にかかる要請事項について（要請）

4 月 20 日 全国森連会長会議にて状況報告

5 月 6 日 「被災森林組合経営支援担当班」設置

以 上
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